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2 一-Abstract-
Participation of Students， Parents and Community Residents 
in School Government and the Public Education System in Japan 
MIKAMI Akihiko 
In this article， the author wil intend to examine the participation of students， parents and 
community residents in school government in the ]apanese public education system， particularly 
in the period just after the Second W orld War. 
The ] apanese public education system was radically reformed as a very important part of de-
mocratization of ] apan after the Second W orld War.寸heright to receive an equal education' (ar-
ticle 26) as one of the fundamental human rights， was stipulated clearly in the Constitution of ]a-
pan (1946). In accordance with the spirit of the new Constitution， the aim and the foundation of 
education were defined in the Fundamental Law of Education (1947). 
The system of educational administration was drastically reformed according to the three 
principles of 'democratization'，‘decentralization' and 'political and administrative independence of 
government'. Especially at local level， it was an epoch-making reform based on the three princi-
ples just mentioned. The board of education system， which was recommended by the Report of 
the United States Education Mission to ]apan (1946)， was established in every prefecture， city， 
town and village by the Board of Education Law (1948). 
The board of education， one of local administrative committees (or independent regulatory 
commissions)， which shall be politically independent from local government， has general charge of 
public schools and public social educational institutions within its locality. It was a very notewor-
thy issue that the board was composed representative elected by popular vote， because ] apanese 
people have never got hold of the right to participation in local educational administration. 
The promotion of democratization of school government was also a very important subject. 
But the legal system for participation of students， parents and community residents in school gov-
ernment was not established. On the other side， the Ministry of Education， under the strong direc-
tion of GHQ/CIE， brought out lots 0ぱft旬ea配cher、guidebooksor manuals on how to create 'democra抗t-
ic' schools based on its community. Reflecting in the present upon those guidebooks， inspite of 
some weak points， we can stil incorporate valuable suggestions. 
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(1) 本研究は，戦後日本の公教育システムーーその中核である学校教育システム において，子
ども(児童・生徒)・父母(保護者)・地域住民などが，学校の管理運営にどのように係わり参加して
来たのか，その歴史的な諸形態を概観し，論点と課題を明らかにすることをおもな目的としている。
筆者は，旧稿(1)で，子どもの権利の視点から日本の公教育システムの特徴と問題点を概観したが，
本稿はそれを踏まえて，子ども等の学校運営への参加問題に焦点をあてて論じたものであり，旧稿の
続編でもある。
今日， I聞かれた学校」づくり，その具体的な形態の一つである子ども・父母(保護者)・地域住民
等の学校の管理運営の参加問題は，再び国や地方自治体の教育政策・行政においても，教育実践・教
育運動においても「共通の諜題」となっているようにみえる。
すなわち，近年の法令改正(学校教育法施行規則，地方教育行政法等の改正)によって，教育委員
会等の判断で学校評議員や学校運営協議会(コミュニティー・スクール)を設置することができる法
制度改革が行われ，保護者や地域住民が一定の範囲で学校運営に参加することが可能となっている。
学校運営協議会(ヨ宅ユヱティー・スクール)は，文部科学省の積極的な行政指導もあり，会立小・
中学校を中心に 1，900校前後 (2014年4月現在)設樫きれ，年々それなりの拡がりを見せている。こ
うした保護者・住民等の学校参加制度は 1872 (明治的年に発足して 140年余のわが悶の公教育の
歴史においては初めての試みであり，その限りで「画期的Jであると言えよう O しかし OECD諸
国などと比較するならば，今日の日本の学校参加システムの内実は，決して十分なものと言うことは
できない。また，子どもの学校運営への参加システムはほとんどない。 OECD加盟の少なからぬ諸
国においては，1970年代以降，学校評議会・学校委員会・学校理事会などの組織が法令によって定
着しており，少なくとも中等教育段階の学校においては生徒代表が正式の構成員として参加してい
る(2)。
他方，こうした国の法令や教育委員会規則等に基づく行政施策としての学校参加方式とは別に，む
しろそれらに先行して， 1990年代後半ごろから各学校の自主的な取り組みとして，生徒(存在徒会)， 
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保護者 (PTA).教職員(職員会)のそれぞれの代表者による二者協議会(生徒・教職員).三者協
議会(生徒・教職員・保護者)，さらに地域住民が参加する四者協議会などが設置されている。三者
協議会は，その晴矢ともいえる長野県(立)辰野高校をはじめとする国公私立の高校を中心に一定の
拡がりをみせている。とれらは，高知県や埼玉県の鶴ヶ島市などのように，教育委員会の要綱・指針
などに基づくものも散見ぎれるが，その大半は各学校の内部規程(学校慣習法)によるものであり，
子ども，保護者.教職員など当事者相互の協議左合意による学校運営方式であり，学校づくり実践の
一つの形態である。
これらの「学校協議会」等の制度の内実とその構成主体，およびその基底にある教育観，学校観，
子ども観などをめぐってはかなりの多様性と相違点が見られる。
例えば，文科省や大半の教育委員会の施策による学校運営協議会(コミュニテイ・スクール)は，
地方教育行政法の規定を受けて，文科省の指導のもとに教育委員会が委員会規則によって学校ごとに
設置の指定を行い，協議会の委員は地域住民や保護者および有識者などから，教育委員会によって任
命されている。当該「指定学校jの構成員である子どもや一般教職員は「学校運営協議会Jなどの構
成員から除外されている。他方，後者の「三者協議会」などにおいては，生徒が主要な構成員となり
運営の担い手の一角を構成しており，教職員(校長を含む)・父母 (PTA)・生徒(会)等の三者(な
いしは住民を加えた四者)が「対等」な地位を占めている。
(2) 公教育制度としての学校の管理運営に，子ども・父母(保護者)・地域性民などが参加するシ
ステムの本格的な拡がりは，国内的にも国際的にも第三次大戦後の動向であろう。公教育制度として
の近代学校は，発足当初から洋の東西を間わず(程度の差はあるものの).学校の設置・管理者と教
職員による管理運営が一般的であり，子どもはもとより保護者や地域住民等は，学校の管理運営の当
事者から排除する閉鎖的システムと権威主義的体質はほぼ共通したものであったと言えるだろう(住
民の直接選挙による学区教育委員会によって学校を管理運営する歴史を有する米国は例外と言えよ
う)。しかし明治維新を契機として，欧米列強に対抗して国家主導の近代化を強力に推進したわが
国においては，その近代会教育システムは，政府・文部省主導の国家主義的・画一的な性格を発足当
初から色濃く刻印され，とりわけ 1930年代から敗戦に至る時期は，軍国主義的要素が一層強化され
るなかで，格別の歴史的性格を付与されたとも言える O
敗戦とそれに続く連合軍(米軍主導)による占領下における戦後改革と，その重要な一環である教
育改革は事態を一変させた。少なくとも占領初期における GHQの占領諸政策は，その背後に米国の
東西冷戦への対処と国益擁護という企図はあったものの，ポツダム宣言に植われた戦後日本の「非軍
事化」と「民主化jの推進というこ大柱にそったドラスティックなものであった。
教育改革の分野においても同様であり，上記のような戦前日本の閉鎖的・国家主義的・権威主義
的・非民主主義的な教育システムの抜本的な改革が企図された。国民の「教育を受ける権利Jが日本
国憲法(第26条)に明記され，教育勅語にかわって制定された 1947年教育基本法では， r人格の完成J
が教育目的として植われ(第1条)， r教育は，不当な支配に服することなく，国民全体に対し直接に
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責任を負って行われるべきものである」ことが明記された(第10条)0r不当な支配jの内実として
強く意識されたものは，教育・教師・学校などに対する政治的・行政的・官僚的な支配である。教育
民主化政策の一環として，住民の地方教育行政への参加(1948年教育委員会法による公選制教育委
員会の設置)と子ども・父母・住民の学校運営等への参加(生徒自治会・生徒会， PTAの導入・設
置など)が，占領箪 (CIE=民間情報教育局)と文部省によって推奨されたのである。
新しい六三制(六主主四制)学校制度は，新たな義務教育学校としての小学校・新制中学校(1947
年4月)，新制高等学校 (1948年4月)，新制大学 (1949年4月)と順次発足する。その過程で，
1946年から 1950年にかけて. r新教育指針1r小学校経営の手引1r新しい中学校の手引.1. r新制
中学校・高等学校望ましい運営の指針』などの少なからぬ書物が，文部省編著の手引書(行政指導文
書)として陸続と公刊されている。
後述するように，それらの文献の多くは，従来(戦前)の学校の経営・管理・遺骨の反省・批判を
踏まえて，子ども(児童・生徒).保護者，地域住民の学校運営への参加を含め，地域社会(コミュ
ニティー)に聞かれ，支えられた新たな民主的な学校の経営・管理・運営のあり方を詳細に展開して
いる。それらー述の文献は，今日から見ればさまざまな不十分さや問題点は指摘できるだろうが.憲
法・教育基本法に基づく戦後日本の新しい学校制度の出発にあたり，学校の望ましい民主的な管理運
営のあり方の「原点」を述べた「原典Jとして，今日の読者に対しでも新鮮な印象と示唆を与えるも
のが少くない。
しかし戦後改章とその一環である戦後教育改本は， GHQ' CIEの主導による「占領下の民主的
改革Jであり.r焼跡からのデモクラシーJ(吉見義明)の急速な拡がりと成長は見られたが，いずれ
もさまざまな側而からみて「未完の改革」にとどまった。戦後まもなくして，東西冷戦を背景とした
いわゆる「逆コースj政策(民主化の行き過ぎ是正=反民主的再編改革)によって，こうした学校の
管理運営への子ども・保護者・住民の参加施策と地方教育行政への住民参加システムはいずれも抑制
ないしは縮小・廃止されていった。
すなわち. 1956年の地方教育行政の組織及び運営に関する法律(地方教育行政法)による教育委
員の公選制の廃lトーなど教育委員会制度の大改変が行われ，文部省→都道府県教育長(教委事務局)→
市町村教育長(教委事・務局)という上意下達の官僚的教育行政システム(文部大臣・都道府県教委に
よる教育長任命承認制や措置要求権など)が確立きれた。また，文部省の強力な指導のも左に，新た
に発足した任命制教育委員会による学校管理規則の制定，校長・教職員の勤務評定の導入，上意下達
の行政研修の実施などにより，教育長・指導主事・教育委員会事務局による学校・教職員に対する管
理統制が強化され，学校・教職員の自主性・自律性は法制度的にも行政的にも著しく抑制されていく
のである (3)。
こうしたなかで，憲法・教育基本法制の確立によって少なくとも理念的には否定されたはずの「特
別権力関係論」が権権し文部省初等中等教育局地方課を中核とする歴代文部官僚の代表的著作(4)
のなかでも公然と主張されていく。また，職務命令(地方公務員法第32条)を多発した上意下達的
教育行政とその下での学校管理・運営施策の復活・強化のも左で，学校の非民主的・閉鎖的体質は残
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存・復活されて今日に至っているのである。
しかし，他方では，前述したように，この 10数年.r聞かれた学校J.r学校の自律性・自主性の確
立J.r参加と共同の学校づくり」などの標語のもとに，全国各地の学校で展開されてきている「学校
協議会J(具体的な名称は三者協議会，学校協議会，学校会議，学校運営協議会，コミュニティー・
スクール.地域運営学校などと多様である)の動向が，地域的にはかなりのアンバランスを生じなが
らも一定程度拡がっていることも事実である。
(3) 本稿では，以上のような現状認識と問題意識のもとに，第一に，改めて戦前日本の公教育シス
テムの基本的特質と「学校参加」問題を概観し，第二に，戦後教育改革期における「学校参加」問題
をめぐる法制と動向を検証し，第三に，その重要な一環でありながらこれまで十分な検討がなされて
こなかったと思われる戦後初期に文部省編著として公刊された上記の手引書について検討していきた
い。なお，本稿での主要な検討対象は中等教育機関である中学校・高等学校としている。
また，本稿におけるキーワードの一つである学校運営 (schoolgovernment)の用語(概念)に関
して付言しておきたい。これまで教育界で一般的に使用されてきた類似の用語には，他に学校管理
(school administration).学校経営 (schoolmanagement)などがある。また，最近では，政治学・
行政学等で使用されている用語を援用したものとして，学校ガパナンス (schoolgovernance)を使
用する論者も散見される。これらの類似語の厳密な概念は必ずしも確定しておらず.論者によってい
ずれの用語も多義的であるが，本稿では，やや古いが手元にある日本教育法学会編集『教育法学辞典J
(学陽書房. 1993年)の下記のような説明を援用する(同辞典の公刊時には.r学校ガパナンス」な
る用語は一般的には登場してなかったことから，言及されていない)九
*["学校経営」は，教育現実から出発して教育目標をどう達成するか，そのための方策(主観的側面)を強調す
る概念であり.["学校管理」は，教育関係法規の解釈と適用(客観的側面)を重視する概念である。(中略)こ
れに対し.["学校運営」は.次の二つのニュアンスを含む概念である。第lに学校の経営ないし管理を効率的，
主体的に行うための学校内部の組織化過程であり作用である。学校内部ということは，教育委員会の学校経営
方針ないし管理作用からは相対的に独立したものであるとの認識をあらわしている。第2に，教職員の主体性
を含んだ概念である。教育委員会から相対的に独立した学校の内部作用であるとしても，教職員が校長の職務
命令体制下におかれているようでは学校運営を言う意味がないとの認識を含んでいる(["学校運営J.浦野東洋
一執筆，傍点は原文)。
(4) 本論に入る前に，本稿のテーマに係る公刊された先行研究(単行本)を，筆者の目に留まった
範囲に限られるが，その著者，タイトル等を一瞥しておきたい。「学校参加」ゃ「学校づくり」をタ
イト Jレに掲げた文献は，一部を除いて圧倒的に 1990年代半ば以降に公刊されている。その背景と大
きな要因として考えられることの一つは.国連における子どもの権利条約 (theConvention on the 
Rights of the Child)の制定 (1989年 11月，国連総会採択)と日本におけるその批准 (1994年5月，
公布)であろう。
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発研究所， 2007年，宮下与兵衛ほか共著『参加と共同の学校づくりJ草土文化， 2008年，平田淳 r学
校協議会」の教育効果に関する研究一一「聞かれた学校づくり」のエスノグラフイ-.1東信堂， 2007 
年，新村洋史『学校づくりの思想と実践』青木書庖， 2010年，浦野東洋一・神山正弘・三上昭彦編『聞
かれた学校づくりの実践と理論-.1同時代社， 2010年，小池由美子『学校評価と四者協議会一一草
加東高校の聞かれた学校づくり』同時代社， 2011年などがある。本研究を進める上で，これらの先
行研究から多くの示唆を受けたことを付記しておきたい。
1 戦前日本の公教育システムの基本的特質と「学校参加J問題
1) 戦前日本の公教育システムの基本的特質
戦後教育改革期(本稿では敗戦からおよそ5年間の時期をきしている)における「学校参加」問題
を検討するためには，戦前日本の公教育システムの特質を改めて概観しておくことが必要かつ有益で
あろう。戦後教育改革はそれに対する反省・批判を重要な契機として模索，検討，実施されたからで
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ある。また，周知のように戦後教育改革は，教育の理念・目的，内容・方法，学校の制度・管理運営，
教員養成，社会教育，中央・地方の教育行財政など教育の万般にわたるドラスティックなものであり，
わが国の近現代教育史の画期をなしたものであたことは周知のとおりである。しかしながら戦後教育
改革は，占領軍 (GHQ・CIE)とその命令監督下にあった日本政府・文部省による「上からの法制度
改革」が先行し，従前のそれらとの断絶性は顕著なものがあったものの，教育関係者や国民の教育観，
学校観などをふくめて，連続性もまた無視できないものであったからである。
戦前日本の近代公教育システムの基本的特質の第lは，一言でいうならば， I国家のための，国家
による国民(臣民)教化の装置Jであったといえる。大日本帝国憲法 (1889年)に規定された日本
国家とは， I万世一系ノ天皇之ヲ統治スJ(第l条)とあるように，天皇主権の国家であり，国民は「神
聖ニシテ侵スヘカラスJ(第3条)とされた唯一絶対の天皇の「臣民」として位置付けられ，統治さ
れる対象であった。天皇は， I国ノ元首トシテ統治権ヲ総覧シJ(第4条)，立法権，独立命令(勅令)
権および陸海軍の統帥権などの諸権限を一手に掌握する政治的・軍事的権力の体現者であった。同時
に天皇は，教育勅語 (1890年)に見られるように，皇祖皇宗の遺訓にもとづく国民道徳と国民教育
の根本を指し示す精神的価値の体現者でもあった(5)。
こうした天皇制教学体制のもとでの「学政の目的」と国家が求める人間像について，初代文相の森
有札はいみじくもつぎのように述べていた。すなわち， I諸学校を通し，学政上に於ては，生徒其人
の為にするに非ずして，国家の為にすることを始終記憶せざるべからずJ(6)，I教育ノ主義ハ専ラ人物
ヲ養成スルニアリ人物トハ何ゾヤ.帝国ニ必要ナJレ善良ノ臣民ヲ云フ，其善良ノ臣民トハ何ゾヤ帝国
臣民ノ義務ヲ充分ニ尽スモノヲ云フ，充分ニ帝国臣民ノ義務ヲ尽ストハ，気質確実ニシテ善ク国役ヲ
務メ，又普ク分ニ応シテ働ク事ヲ云フナリJ(7)，と。
第2は，公教育システムの基盤をなしていた義務教育たる尋常小学校(その就学年限は1900年に
4ヵ年に統一， 1907年4月から6ヵ年に延長， 1941年4月からは「国民学校」と改称)へ子どもを
就学させる義務(就学義務)は，親(保護者)の子どもに対する義務にとどまらず，国家に対する「公
法上の義務」とされていたことである。一般に就学義務(義務教育を受ける義務)は，兵役および納
税の義務とともに国家に対する「臣民の三大義務」とされて，小学校の修身教育などを通して国民の
なかに浸透させられた。もっとも帝国憲法に明記されていたのは「兵役ノ義務J(第20条)と「納税
ノ義務J(第21条)のみであり，教育に関する条項はいっさいなかった。教育は「天皇の大権事項」
とされ，その基本的な事項は天皇の命令である勅令とそれに基づく文部令などによって具体化された
のである。
就学義務規定は森有礼初代文相の下で制定された小学校令 (1886年)のなかに， I父母後見人等ハ
其学齢児童ヲシテ普通教育ヲ得セシムルノ義務アルモノトスJ(第3条)とはじめて明記された。そ
してこの就学義務については.r此義務タル権利関係ヨリ生ズルモノニ非ズ国家及臣民ナル不対等者
間ニ於ケル権力関係ヨリ生ズルモノニシテ国家ハ命令シ臣民ハ服従セサ'ル可カラザルモノナリ。即チ
国家ハ公法上ノ権利者ニシテ，其対手タル私人ハ公法上ノ義務者ナリトスJ(S)，I義務教育の義務は，
国家が自己の目的のために保護者に負わしむる公法上の義務にして，保護者において児童に対して負
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ふ私法上の義務にあらず，就学の義務は，国家に対するものである j(9)，などとされたのである。
また，文部省著作の固定教科書には， I我が国の臣民は其の子弟満六歳に達すれば必ず之を尋常小
学校に入学せしめて，其の課程を卒へしめざるべかざる義務あり。故に児童たるものの学校に入りて
教育を受くるは，ただに父兄の命に従ふのみにあらず，又国家に対する務なり j(!O)として， I就学し
教育を受けること」は子どもにとっても国家に対する義務であると教えられたのである。
第3に，このような「国家が自己の目的のために」実施する義務教育は，さきに述べたように天皇
の大権事項とされ，その目的・内容・方法などの「内的事項」および学校制度の基本などのすべてに
わたって文部省官僚が事実上の決定権を掌握し，教育財政問題などごく一部の領域を除いては帝国議
会ですらその決定に関与できない勅令(命令)主義のもとにおかれた。「国ノ事務」たる義務教育施
策は，指揮命令・監督統制を主とする中央集権的官僚主義的行政機構をとおして具体化され，内務
省・文部省→府県知事(視学)→市町村長→学校長→教員という上意下達システムをとおして学校・
地域で具現化された。「小学校長及教員職務及服務規程j(1891年)には， I小学校長及教員ハ教育ニ
関スル勅語ノ旨趣ヲ奉体シ法律命令ノ指定ニ従ヒ其職務ニ服スベシ」とある。教育勅語を絶対かつ最
高の教育理念とする義務教育の「旨趣」は，小学校令(勅令)・同施行規則(文部令)・各種の規程(同
前)や固定教科書などにより精轍化され，とりわけ小学校での修身や歴史・地理教育，学校行事(儀
式・集団訓練)などによって子どもたちの心身に奥深く注入され，ひいては日本人の精神や感情.価
値観などの形成にとって絶大な威力を発揮したのである。
2) r国の営造物」としての学校と特別権力関係論
第4は，戦前の公教育システムにあっては，教育行政法上.官立学校はもとより市町村立学校も「国
の営造物」ないしは「営造物としての国家機関」と位置付けられていたことである (lll。また， I学校
の構成要素たる人は校長・教員其の他の職員であって，学校の構成要素たる物は校地・校舎・体操
場・校具等を謂ふ。学生・生徒等は学校存続の要件であるが.之を以て学校の構成要素とは看なすこ
とは出来ないJ(2)などとされ，学生・生徒等(その保護者)の在学関係は「営造物利用関係」であり，
学生・生徒等は単なる「営造物の利用者」として営造物管理権を有する学校長・教員の包括的な支配
に服すべきものという「特別権力関係論」が支配的であったのである。
また， 19世紀後半のプロイセン・ドイツ行政法学の伝統的理論であったこの特別権力関係論は，
学校長・教員の勤務関係を律するものでもあった。すなわち，法律上の根拠規定がなくても，学校監
督庁(文部省・府県知事など)と上司(学校長)は，教員に対して職務命令を発することができ，学
校長・教員はそれに絶対的に服従する義務を負うものとされていた。教員は学校監督庁や職務上の上
司(学校長)の包括的支配権に服していたのである。
第5は，子どもと親(保護者)は，前述のように単なる「営造物の利用者」と見倣され，学校長・
教員の包括的な支配のもとに置かれており， ["学校の教育活動や教育内容に関して生徒・親の権利や
自由を語りうる余地は皆無に等しく， (中略)無権利客体でしかなかったj(!3)のである。
その実状を端的に示しているのは，学校生活上の規律を細々と規定していた校則(生徒心得)の内容
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である。明治年代から昭和ファシズム期に至る生徒心得(校則)の先駆的な実証研究によれば，当時
の生徒心得の特質としてつぎのような点が指摘されている。すなわち，①学校生活における生徒の一
挙手ー投足を細かく厳しく権力的に規定する秩序取締まり規範であったこと，②生徒の行動のみなら
ず内心内面にまで及ぶ禁止規定で，懲罰官僚主義によって貫かれていたこと，③生徒に対する倫理規
定と法規範が同一次元で羅列され，混滑されていたこと，④学校生活だけでなく，校外・家庭生活(時
には卒業生の生活心得)をも規制対象としていたこと，⑤画一性が強く，各学校の創意や独自性が不
十分であったこと，などが指摘されている(14)。
また，明治後期の(旧制)中学校の「生徒管理」を対象にした詳細な実証研究では，生徒管理を支
えた「基本的な志向性」として，①身体への管理，②時間への管理，③軍隊式管理との類似，④「鍛
錬主義」の教育観・教育方法，などを挙げるとともに，わが国における「固有の特徴」として，①訓
育目的との一体化と内面的価値統制，②方法上の「鍛錬主義」と軍隊的管理，③基底としての「服従」
の論理と「家族主義」などが指摘されていることは注目される(1510
留意すべきことは， I参加」やその前提とも言える「自治」の概念や実践が皆無であったというこ
とではない。むしろ生徒訓育の実践上の概念や方法としてかなり頻繁に使用されたことも先行研究は
明かにしている。例えば，藤田昌士によれば， I自治」の概念は，明治20年代後半以降に登場してお
り，明治30年代の訓練(司iI育)論の代表的な文献においては，生徒の「自治j，I白治心j，I自治的
精神」などは大きな関心事とされていたという。また，正副級長制による教師の実務の補助， I練習会」
と称する学級行事の準備への生徒の参加なども広く実践されていたようである。藤田は， I殊に校長
の一言一行は恰も国憲を重んじ国法に従うが加く之を遵奉せしめ従順と自治と相待て以て其実績の挙
がらんことを保護せざるべからず」との一地方視学の一文を引きながら， Iこのように『自治』が『従
順』と相待つべきものとされている点に，求められる『自治』の特質があった。『自治』は『従JiI則
と表裏の関係にあって，究極的には教育勅語につながる所与の規範のもとでの『自律Jを意味したと
いえるであろう」と評価している(16)。
このような基本的特質を有した戦前の日本の公教育学校システムのなかにおいては，学校長・教員
による包括的な統制支配の学校管理運営への「従属的j，I同調的j，I奉仕的」な「自治」ゃ「参加」
はあり得たものの，子どもや・親(保護者)・地域住民の自主的・自律的な権利としての学校参加や
その前提としての自治の問題を語る余地はまったくなかったと言えるのである。なお，当時の同世代
人口の数%にあたるエリート養成機関であった旧制高等学校・帝国大学などでは，学生寮自治を含め
相応の「自治と参加」が保障されていたが，それらについては別の機会に稿を改めて検討したい(17)。
2 戦後教育改革期における「学校参加」問題をめぐる動向と法制度改革
1) 戦後教育改革と公教育システムの根本的改編
戦後日本の改革およびその重要不可欠な一環としての教育改革は，ポツダム宣言の受諾による連合
国への「無条件」降伏と，それに続く連合国軍(事実上はアメリカ軍)の占領という未曾有の事態と
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複雑な国際政治的背;長のもとで， GHQの強力なヘゲモニーの下でドラスティックな形で実施された。
大日本帝国憲法(以下，旧憲法とも言う)と教育勅語を支柱とした天皇制教学体制に代って，日本国
憲法 (1946年11月公布，翌47年5月施行，以下，新憲法とも言う)と教育基本法(同年3月公布・
施行)を支柱とするいわゆる憲法・教育基本法法制(体系)が成立した。
周知のように， 日本国憲法の出自は直接的にはGHQ草案に拠ったものであり， しかも旧憲法の改
正という手続きと形式がとられたものであった。しかし，その制定過程に関する詳細な実証研究が明
らかにしているように，新憲法は，単に「占領軍に押し付けられたもの」というととはできない(18)。
その基本原理と内容は旧憲法とはまったく異質なものであり，閏際的な近現代憲法の原理と内実に照
らしても遜色のない画期的なものであった。新憲法は，一般的には閏民主権・値久平和主義・基本的
人権の尊重の三つを基本原理としたものであるとされている(なお，憲法学者の一部には，さらに代
議制民主主義・地方自治を加えた万一つを基本原則としている者も散見される)。
まず，天皇主権は国民主権へと根本的に転換された。世襲の象徴天皇制は残されたが，天皇の地位
は「主権の存する日本国民の総意に基くJ(新憲法第l条)ものとされ，国政に関するその権能は，r内
閣の助雪と承認J(第7条)により，憲法が定める一部の国事行為に限定された。特筆されるべき恒
久平和主義原理としては，国際的にもほとんど前例のない「戦争放棄J(第2章第9条)を規定し
自衛の戦争を含む一切の戦争と武力の行使の永久放棄および戦力の不保持を明記した。また，基本的
人権は「侵すことのできない永久の権利として，現在及び、将来の国民に与へられるJ(第 11条)とし
て，法律等によってそれを制約することはできないことを明示したのである。旧憲法においてもわず
かながら「臣民の権利」条項が規定はされていたが，それらはいずれも「法律ノ範囲内ニ於テ」など
の留保を前提としたものであり，出版?去，治安警察法，治安維持法などの一連の法律等によって実質
的には限りなく制約され，特に天皇制国家や国策に批判的な組織・団体や個人の言動は厳しく抑圧さ
れたととは周知のとおりである。
国民主権・民主主義を実質化する上では，国および、地方において参政権が保障され，国民・住民の
代表を公正な選挙制度によって選出するシステムが不可欠である。新憲法は「法の下の平等jと「公
務貝の選定罷免権・普通選挙の保障」を明記するとともに，旧憲法にない新たな l章として「地方自
治J(第8章)を設けて，地方自治の基本原則と主要な柱を明示したのである(第92条~第95条)。
基本的人権のカタログの一環として， r教育を受ける権利J(第26条)が憲法上に明記されたことは，
「個人の尊重と生命，自由及び幸福追求の権利J(第13条).r法の下の平等と差別の禁止J(第 14条)，
[思想及び良心の自由J(第四条)， r国及びその機関による宗教教育・宗教活動の禁止J(第20条).r表
現の自由と検閲の禁止J(第21条)， r学問の自由J(第23条).r個人の尊厳と耐性の本質的平等J(第
24条)， r生存権J(第25条)などの規定とあいまって，戦後公教育システムの新たな原理・原則を
示すものとして重要で、ある。「教育を受ける」ことは，従前の「国家に対する義務」から「国民の権利」
へと原理的に転換きれたのである。
1947年3月末に教育基本法が公布・施行される。それは前文とわずか11条からなる簡潔な法律で
あるが，戦前の軍国主義的，国家主義的，非人間的な公教育への反省と批判をふまえて，新憲法の精
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神に則って戦後教育の理念・目的・方針と教育上の諸原則を定めた画期的なものである。同法の施行
置後に出された文部省訓令 (1947年5月3日)は.1今後のわが国の教育は，この精神に則って行わ
れるべきものであり，又，教育法令もすべてこれに基いて制定せられなければならない」とした。ま
た文部省関係者による最初のコンメンタールには.1本法は，教育勅語に代るような教育宣言的な
意味と，教育法の中における基本法即ち教育憲法的な意味とをかね有するものj(19)とされていた。
教育基本法に従って...1947年-50年にかけて学校教育法(1947年3月).教育委員会法 (1948年
7月).教育公務員特例法 (1949年l月).文部省設置法(同年5月).教育職員免許法(同前).国立
学校設置法(同前).社会教育法(1949年6月).私立学校法(同年 12月).図書館法 (1950年4月)
など一連の重要な教育法が陸続と制定され，いわゆる憲法・教育基本法法制が確立されたのである。
戦後教育改革が一段落した 1950年の夏，来朝した第2次アメリカ教育使節団に文部省が提出した
報告書『日本における教育改革の進展j(1950年8月)は，占領下での5年間の教育改革を総括して，
その特徴と歴史的な意義についてつぎのように述べていた。
すなわち.1戦後の教育改革は.1872年(明治5年)に始まる日本の近代教育制度展開史において，
たぐいを絶して根本的であり，徹底的な改革であるj(20). 1それは，教育目的の草命，すなわち教育
の基本を国家主義的・封建的・神話的・画一的な観念に置いていた過去の誤りを徹底的に除去して，
民主主義的・近代的・科学的・自由主義的な理想の上に確立したことによって実現されたのであ
るj(20との最大限の評価がなされている。
後に日本近代教育史における「第二の教育改革」とも称されたように，戦後教育改革は，教育理念・
目的を初めとして教育の内容・方法，学校制度，教育行政など全分野に及ぶものであり， きわめてド
ラスティックかつラデイカルなものであり， 日本の近現代教育史の歴史的な画期となすものであっ
た。「敗戦と占領」という未曾有の特異な政治的・社会的環境のもとではじめて実現したものであっ
た。しかし，それは.1占領下でのGHQ・CIEによって主導された民主的改革」という歴史的制約を
色濃く刻印され，間接続治方式による「上からの民主化」の推進.1下からの改革主体の未成熟」と
いう側面もあいまって，さまざまな不徹底さや矛盾，弱点や問題点を随所に内包した「未完の改革」
でもあったことは看過されてはならない。
2) 戦後教育改革期における「学校参加J問題一一学校教育法令と諸動向
戦後教育改革期は，こうした改革動向を背景にして，子ども(児童・生徒)や父母(保護者).地
域住民の多様な形態の学校参加問題が活発に論議され，取り組まれた時期でもあった。 GHQ・CIE
の指導と推奨の下に，文部省編著の多くの手引書などが公刊される一方，学校の自主的な取り組みと
して，子どもと教職員と保護者による学級協議会・学校運営委員会(学校委員会)などの独自な方向
での学校運営方式が模索され，一部で先駆的に実践された。
また，中学校(1日制)などを中心に生徒自治会が次々と結成されて，学園の民主化，威圧的な校長
や体罰教師などの排斥運動，戦禍で荒廃した学園の環境や教育条件の整備など生徒の自主的・自治的
な多様な取り組みが展開されていた。つぎに紹介するものは，当時の旧制松山中学校(愛媛県)のー
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生徒であった論者が，近年公刊した著作に収録している回想記の一節であるが，この時期の情況の一
面が活写されていてまことに興味深い。
その頃は，中学校に生徒自治会ができたばかりで民主主義ということばが新鮮なひびきを持っ
ていました。学校は空襲で全焼し，平屋のバラック建築で，体育館もなく，校庭の樹も焼けてし
まっていました。教師はといえば，あの配属将校も柔道・剣道の教師もいなくなり，戦争中，生
徒に体罰を加えていた生徒係の教師たちは，卑屈なまでに生徒に対する態度を変えているのに驚
きました。(中略，なお傍点は原文)
当時の生徒自治会は，自分たちの手で掲示板を立て，書きたいことを自由に書き，時には学校
や特定教師への批判などを書くこともありました。月曜日の朝会の時には，校長の話の後には，
必ず自治会長が話をする時聞が設けられていました。今，子どもの権利条約の子どもの意見表明
権が大きく取り上げられていますが，振り返ってみると，すでにその当時には認められていたよ
うに思います。
自治活動は自分の学校の内部だけのことではなく.松山市内の中学校や女学校(いずれも 2年
後には，男女共学になるのですが)の生徒自治会に呼びかけ，自治会連絡会をつくり，合同の行
事を持ったり，道後温泉にあった傷病兵の療養所への慰安を企画したりしました(22)。
すでに述べたように，戦後教育改革の法的支柱であった憲法および教育基本法では.I教育を受け
ること」は「国民の義務Jから「国民の権利J(憲法第26条)へと原理的な転換が行なわれ，公教育
は「不当な支配に服することなく，国民全体に対し直接に責任を負って行われるべきものであるJ(教
育基本法第10条l項)ことが明記された。これらを受けて制定された教育委員会法によヮて，公選
制教育委員会制度が導入され，従来，内務省・文部省や府県知事・市町村長が掌握していた地方教育
行政の主要な権限は，大学と私立学校を除いて地域住民によって直接選出された教育委員の合議体で
ある教育委員会(固と首長のいずれからも「独立」した合議制執行機関たる行政委員会)によって担
われることになり，地方教育行政の原理的転換もなされたのである。
しかしながら，教育行政への住民参加が公選制教育委員会制度(教育委員会法)として確立され，
また社会教育分野の主要な施設である公民館や公立図書館には，その運営に住民の要望や意見を反映
するために公民館運営審議会(社会教育法第29条).図書館協議会(図書館法第 14条l項)が設置
されたにもかかわらず，学校の管理運営に父母(保護者)や住民が参加する新たな法制度は，学校教
育法等には何ひとつ規定されなかったのである。確かにGHQ・CIEの勧告・指導によって，多くの
学校にはPTA (Parents and Teachers Associations.当初は「父母と先生の会」ないしはP・T'A
と呼ばれていた)が発足していた。しかし.PTAは法令に定められた学校運営に係る団体ではなく，
むしろ原則として学校運営には直接関与しない，加入も自由な任意団体として社会教育団体の一種と
して位置づけられていたのである。
この点に係って浦野東洋一は，要旨つぎのような問題を指摘している。すなわち.1947年制定の
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学校教育法・同施行令・同施行規則のいずれにも 小学校・中学校・高校の職員会議についての規定
は何もない(大学の教授会の規定はある)。子どもの権利についても同様で，子どもはもっぱら学校
における教育の客体として位置づけられており，保護者や地域住民が学校に希望や苦情や意見を申し
出ることについての手続規定などや PTAという用語もいっさい出てこない「不徹底」なものであっ
た。要するに学校教育に関する教育法令は， I学校の内部構造や学校運営」という面からみると何ら
「原理的転換」をもたらすものではなく，そこには戦前の「営造物論」ゃ「特別権力関係論」の考え
方が残っており，後に教育行政当局者がそれを復活させる余地を残したと言える。戦後教育法制改革
は，地方教育行政制度改革にまでは及んだが，学校の構造や学校運営の改革までには及ばなかったと
表現できる，と(お)。
学校教育法令についてのこうした浦野の指摘は， n学校の内部構造や学校運営Jという面からみる
と何ら『原理的転換Jをもたらすものではなかった」という論点を留保すれば，同法令案の作成や制
定過程，およびその後の展開過程などを振り返るならばほほ妥当なものと思われる。 1947年制定の
学校教育法は，法形式上はそれまで個別の諸勅令(国民学校令・中等学校令・高等学校令・大学令・
師範学校令・幼稚園令など)を廃止して，総合的な単一の法律に統合した全108条から成る教育法規
としてはかなり大部なものである。いきおい膨大な法文案の作成作業は煩雑を極め， しかも目前に
迫っていた六三制新学制の発足 (1947年4月l日)に間に合うように制定することが“至上命令"
であり，文部省内での政府原案の作成過程はまさに“突貫作業"であったと言われている刷。
そうした当時の事情の影響もあったものと思われるが，制定された学校教育法の条項のなかには，
とりわけ子どもの就学に関する規定(就学猶予・免除.出席停止，懲戒・体罰などの規定)や「学校
の内部構造や学校運営」に係る条項の文言は，教育版戦時立法とも言える国民学校令(勅令148，
1941年3月)の規定をほぼそのまま踏襲したと思われるものも散見されるのである。しかし，踏襲
された法文にも一部とはいえ重要な改正が行われていたことは看過されてはならないであろう。
一例を挙げるならば，学校職員の職務に関する規定である。国民学校令では， I学校長ハ地方長官
ノ命ヲ承ケ枝務ヲ掌理シ所属職員ヲ監督スj(第四条.下線は引用者による，以下同様)， I訓導ハ学
校長ノ命ヲ承ケ児童ノ教育ヲ掌ルj(第17条)， I養護訓導ハ学校長ノ命ヲ承ケ児童ノ養護ヲ掌ルj(同
前)と規定されていた。しかし新たに制定された学校教育法の当該条項(第28条)では， I校長は，
校務を掌り，所属職員を監督するj，I教諭は，児童の教育を掌るj，I養護教諭は，児童の養護を掌る」
とされ，下線部の文言はいずれも削除されており，その歴史的，教育条理的意味と意義は重要である
と言うことができる。また，翌1948年に制定された教育委員会法によって，新たに指導主事が新設
されたが， I指導主事は，教員に助言と指導を与える。但し，命令及び監督をしてはならないj(第
46条)と明記され，従来の「視学」とはまったく異なる性格のものであることが法令上も明記され
ていた点も併せて留意されてはならないであろう。
先に述べたように，戦前の学校教育は「国ノ事務」とされ，内務省・文部大臣→地方長官(視学)
→学校長→訓導→児童という縦の官僚的命令監督の下に実施されていた。下線部の「命ヲ承ケ」の削
除(学校教育法)や「命令及ぴ監督をしてはならない」の明記(教育委員会法)は，そうした教育行
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政当局による学校長・教員に対する，また学校長による教員に対する指揮命令を禁止した重要な規定
であり，その限りで「学校の内部構造や学校運営」に関する教育法令においても，従前の上命下服的
な学校運営を改革するべく一定の「原理的転換」がもたらされた事実は看過されてはならないだろう。
3 文部省手引書における「学校参加j論の展開一一概要・特徴・論点
1) 文部省手引書の概要と特徴
上述したように，学校教育法令上においては，生徒・父母(保護者)・地域住民の学校参加の規定
はまったく明記されなかったが，文部省編著として次々に公刊された手引書(法的拘束力はない文部
省の行政指導文書)一ーそのなかには『新教育指針j(4分冊のうち最初の冊子は 1946年5月，第4
分冊は翌47年2月発行)のように，アメリカ教育使節聞報告書 (1946年3月)の公表直後から憲法・
教育基本法・学校教育法などが制定公布される以前に公刊されたものもある では，くり返し生
徒・父母(保護者)・地域住民の「学校参加」の重要性と必要性が強調されていたことはあらためて
注目される。
筆者の手元にある原本(一部は復刻版)は， r新教育指針』のほか，文部省『小学校経営の手引j(師
範学校教科書株式会社， 1949年2月)，文部省学校教育局編『新しい中学校の手引j(明治図書出版社，
1949年2月)，文部省学校教育局『新制中学校・新制高等学校望ましい運営の指針.H教育問題調査所，
1949年4月)，同前『新制高等学校教科課程の解説.1(同前， 1949年4月)，文部省初等中等教育局編
『中学校・高等学校の生徒指導~ (日本教育振興会， 1949年7月)，文部省『中学校・高等学校管理の
手百U(同前， 1950年3月)，などであるが，これらは当時きかんに公刊されたものの一部に過ぎな
い(なお，上記の文献の多くは近年復刻版が出版ぎれている)。上記の『新制中学校・新制高等学校
望ましい運営の指針Jの中に「参考書」として挙げられている主な手引書には，筆者は未見ではある
が，ほかにも『新制中学校j(1948年)， r新制中学校の手引.1(同前)， r新制中学校，新制高等学校
生徒指導の手引j(同前)， r新制中学校，新制高等学校管理の手引j(同前)，などがある。
ここでは，上記の手引書の中から，筆者の手元にあるもので包括的な内容を有していると思われる
つぎの 4冊を主要な検討対象としてとりあげるととにする O 一つは，文部省『新教育指針j(4分冊
に分けて公刊されたが，第1分冊は本文28頁， 1946年5月，第2分冊 .32頁，同年6月，第3分冊・
50頁，同年1月，第4分冊・ 38頁，翌47年2月発行)，三つは，文部省学校教育局編『新しい中学
校の手5U(明治図書出版社， 1949年2月，写真を含めて325頁，以下， r中学校の手引Jと略称、)， 
三つは，文部省学校教育局『新制中学校・新制高等学校望ましい運営の指針j(教育問題調査所，
1949年4月， 173頁，以下， r運営の指針』と略称)，そして四つは，文部省『中学校・高等学校管理
の手百U(同前， 1950年3月， 357頁，以下， r管理の手引Jと略称)である。
これらの文献のうち『新教育指針』以外は，その発行年月が示しているように，新しい学校体系の
うち小学校・新制中学校・新制高等学校が順次スタート L，教育委員会法に基づく公選制教育委員会
が都道府県と当時の五大市(横浜・名古屋・京都・大阪・神戸)および若干の市町村(任意設置)で
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発足 (1948年1月l日)した直後に公刊されたものである。主要な読者として想定されているのは
校長と教職員および教育委員会関係者(教育委員・教育長・指導主事など)であるが， r管理の手引』
の「まえがき」には， r教員養成語学校や大学で学校の組織や管理を研究する学生のテキストまたは
参考書にもなると思う」とも述べられている。
戦禍による極度の物資不足の状況下で，しかも「用紙統制令」が布かれていた事態にもかかわらず，
300頁をはるかに超える大部なものも含まれているこうした書物が陸続と公刊されたことは一つの驚
きでもある。その背景と理由にかかわって，三羽光彦はつぎのような重要かつ興味深い指摘をしてい
る。やや長文になるが51いておきたい。
「戦後改革では，学校教育法の制定以降は設置基準の設定が重要な課題となった。その過程で
明らかになったことは，学校設置基準の性格と内容について，文部省の構想と総司令部 (GHQI
CI&E)の構想との聞に，基本的な点で相違があったことであった。(中略)文部省は，国が設
定した設置基準にもとづいて行政機闘が学校の設置認可を与え，あとは指導助言から閉鎖命令に
至るさまざまな行政指導で学校の維持・発展をはかろうとしていた。他方， CI&Eは，国あるい
は都道府県段階で設定した物的な設置基準を満たす限り学校設置を自由とし.それらの学校維
持・発展については，行政機関とは別の組織による学校評価制度(たとえば米国で発達したアク
レディテーション・システム=適性認証制度など)を導入することを考えていたのである。
CI&Eは，学校に対する行政指導を極力排除するとともに，相互評価を通して日常的な学校の維
持・発展を実現しようと構想したのであった。 CI&Eは，こうした観点から，学校の物的基準と
は別に質的基準を参考資料(手引書)の形で公にするよう文部省に勧告した。実は，こうして誕
生したのがこの『運営の指針』であった」倒。
周知のように，敗戦に至るまでの旧制中学校・高等女学校・実業学校(中等教育機関)および旧制
高等学校・大学予科・専門学校・大学(高等教育機関)は，大多数の庶民とその子女にとってはほと
んど無縁の遠い存在だ、った。国民学校(小学校)を卒業してこれらの上級学校へ進学できた青年男女
は，前者(中学校・高等女学校等)は同世代人口のせいぜい 25%前後であり，後者(高等学校・大
学等)は原則男子のみの進学で数%に過ぎなかった(いわゆる女子大学は専門学校の一種)0i国民の
教育を受ける権利」を踏まえた教育の機会均等を大原則とする新学制によって，新制中学校は小学校
に続く新たな義務教育学校となり，旧制中学校や高等女学校等を母体にした新制高等学校も，発足当
初は，物的条件の許す限り原則として希望者を全員受け入れる政策がとられたことから，これらの学
校は中等教育機関として一挙に一般庶民とその子女にとっても身近な存在となったのである。
しかし， とりわけ新制中学校・新制高等学校は，その理念・目的・教育課程・男女共学制など旧制
のそれとは性格が大きく異なった学校であり，学校の設置者・管理者にとっても校長・教職員にとっ
ても，さらに大半の国民にとってもいわば“未知の存在"でもあった。新たな学校をどのように管理
運営していくべきなのかは必ずしも明確ではなく，当時の関係者にとってはさまざまな戸惑いも大き
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かったことが推察される。上記のような手引書が盛んに出版された背景と要因にはこうした事情も大
きかったものと思われる。
これらの文献の多くは，従来(戦前)の学校の経営・管理・運営の反省・批判を踏まえて，児童・
生徒，保護者，地域住民の学校運営への参加を含め，鬼章・生徒を中心にし，地域社会(コミュニ
ティー)に聞かれ，支えられた新たな学校の経常・管理・運営あり方を詳細に展開している。これら
一連の文献は，すでにふれたように，戦後日本の新しい学制(六三制)の出発にあたり，学校の望ま
しい管理運営のあり方の「原点」を述べた「原典」であると言えるだろう。それから約70年を経た
今日，あらたな「競争と管理」が常態化した学校を目の当たりにしている私たち大半の読者にとって
は，驚くほど新鮮な印象と多くの示唆を与える内容に満ちているものとも言える。
それにしてもこれらの一連の文献に関する部分的な紹介や引用，言及や論評はあるものの，本格的
な研究がこれまでほとんどなきれてこなかったとどは不思議なことでもある。おそらく筆者の検索能
力の不足があるとも思われるが，管見の限りでは，後にふれる藤田昌士の一連の論稿伽)と勝野尚行
の著作(27)以外に見当たらないからである。
2) 文部省手引書における「学校参加J論の展開
イ) r新教育指針.1 (1946 年 5 月 ~1947 年 2 月)一一民主的な基調をもっ最初の手引書
先述のように，一連の文部省手引書の中で最初に公刊されたものは.r新教育指針Jである。憲法
や教育基本法・学校教育法制定以前に出されてものであり，その後の文部省手引舎にも大きな影響を
与えたものと思われるので簡潔に紹介しておきたい(なお，引用に際しては，旧漢字および旧仮名遣
いは，当用漢字と新仮名遣いに改めたほか，例えば「ひ判」を「批判」とするなど，通常の漢字表記
に改めた部分(下線部)が一部にあることを付記しており。
4分冊に分けて公刊された最初の第一分冊 (1946年5月)の「はしがき」には.r本書は新しい日
本の教育が，何を目あてとし，どのような点に重きをおき，それをどういう方法で実行すべきかにつ
いて，教育者の手ぴきとするためにつくったものである。(中略)本書は，ここに盛られている内容を，
教育者におしつけよろとするものではない。したがって教育者はこれを教科書として覚え込む必要も
なく，また生徒に教科書として教える必要もない。むしろ教育者がこれを手がかりとして，自由に考
え，批判しつつ，自ら新教育の目あてを見出し，重点をとらえ，方法を工夫せられるととを期待する」
とある(泊)。
一読して明らかなように，敗戦に至るまでもっとも熱心かつ居丈高に極端な国家主義・箪国主義的
教育を鼓吹してきた文部省のそれまでの文書にはまったく見られないトーンと内容である。「理論的
に一貫性をもっているとはいえないし戦争責任論などに問題点もあるが，文部省の文書としては，
民主的な基調をもっ最初のものといってよい」側とも評されているものである。
『新教育指針』の第2分冊 (1946年6月)の「教育の実際において民主主義をいかに実現すべきか」
(第5章の 5) には，戦後の新しい学校経営に関するつぎのような注目すべき指摘がなされている。
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「世間では学校経営に生徒や父兄を参加させることが教育の民主化の要件として主張せられて
いる。しかしこれは事柄の性質によってきめるべき問題である。例えば教育の方針を立てたり，
生徒の成績や懲罰を定めたりするときには，あらかじめ生徒や父兄の立場や意見を十分に考えな
がらも，決定そのものは教師のみがこれに当たるべきである。父兄はむしろ家庭及び、校外におけ
る生徒の教育や，生徒の進学・就職などについて教師に協力すべきであり，生徒は生徒自身の自
治的修養の機会において，例えば学級自治会とか校友会とかにおいて，自ら進んで活動すべきで
ある。このように事柄の性質により，教師が主となるべきものと，教師・父兄・生徒が同等の立
場で相談すべきものと，生徒が主となるべきものに分け，それぞれ適切に処理することが必要で
ある。しかもいずれの場合にも，一人や少数者の勝手な取り扱いをさけ，つとめて多くの人々の
参加を求めるのが民主的なやり方であるJ(30)。
「学校の経営において，校長や二三の職員のひとりぎめで事をはこばないごと，すべての職員
がこれに参加して，自由に十分に意見を述べ協議した上で事をきめること，そして全職員がこの
共同の決定にしたがい，各々の受け持つべき責任を進んではたすことーーとれが民主的なやり方
である。このような学校経営そのものによって教帥は民主的な修養を積むととになるのであ
るJ(31)。
このように，学校内部の経営に関しては.I校長やニ三の職員のひとりぎめで事をはこばず.すべ
ての職員がこれに参加して，自由に十分に意見を述べ協議した上で事をきめ，全職員がこの共同の決
定にしたがうこと」が f民主的なやり方jであると強調きれている。また，生徒や父児(当時の一般
的な用語であり，父母・保護者という用語が定着するまでにはその後そうとうの時聞が必要で、あった
一引用者)の学校経営への参加については， I事柄の性質jによって， I教師が主となるべきものJ，I教
師・父兄・生徒が同等の立場で相談すべきものJ.I生徒が主となるべきものJに分けて考える必要が
あるが， Iいずれの場合にも，一人や少数者の勝手な取り扱いをさけ，つとめて多くの人々の参加を
求めるのが民主的なやり方であるJと述べていることなどは大いに注目される。
しかし「教育の方針や生徒の成積や懲罰Jなどについては， I決定そのものは教師のみがこれに当
たるべきである」と断言している一方で， I教師・父兄・生徒が同等の立場で相談すべきもの」につ
いては具体的な例示や説明がない。また 「父兄・生徒の参加」問題についてのトーンは概して消極
的であり，その内実は必ずしも明確ではない。この時点では学校経営の当事者・決定者はあくまでも
校長および教職員であると考えていることが推察できる。このように『新教育指針』のこうした学校
の経営・管理・運営に関する基本指針は，戦前の営造物学校論や特別権力関係論の残浮を引きずって
いるように見られる部分がないとは言えないにしても，基本的にはそうした旧態然とした学校管理運
営論とは異質なものであり，その後に次々と公刊されていく文部省手引書の基調となっていったこと
も間違いないであろう倒。
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ロ) r新しい中学校の手事U(1949年2月)一一生徒の自治と参加，市民としての自覚
本書は. ["中学校教育の全般について，中学校教育のあり方を説明し，中学校経営の指針として役
立つことを期待して編んだものJ(同書「序文J)である。総論ともいえる「中学校の根本的性格J(第
l章)にはじまり，以下順に. ["生徒の特徴J.["教科課程J.["教授方法と教育技術J.["中学校生徒の
指導J.["特殊教科活動J.["市民としての教育J.["学校の組織J.["学校の職員J.["中学校の校舎J.["教
授設備J.["学校図書館J.["新制高等学校及び小学校とのつながりJ.["学校と社会J.["新制中学校の評
価」の全15章から構成されている。青木誠四郎(文部省教材研究課長，当時)以下.5名による分
担執筆であるが. ["執筆内容は，文部省内外の多くの人々の協力の成果であるJ(同「序文J)とされ
ている。後述するこつの手引書と比べてより歴史的，論理的な記述となっており，他の手引書には見
られない「市民としての教育J(第7章，傍点は引用者)が設けられていることも大いに注目される。
総じて本書は，生徒を市民の一員として位置づけ，市民としての生徒の権利と義務の視点から生徒の
自治と学校参加について， もっとも積極的な内容が開陳されているものである。
たとえば「生徒の学校活動への参加J.["市民教育の重要性」などについて. ["特殊教科活動J(第6
章).r市民としての教育J(第7章)のなかで，つぎのような興味深い主張が展開されている。
「学校は，校長，教師，生徒よりなる有機的な社会であるJ.["生徒も，教師も同じく社会の市
民であるならば，そして，市民としての好ましい経験を学校において求めているとするならば，
市民としての十分な自覚に基づいた権利と義務をもたねばならない。生徒一人々々が自己の権利
と義務に従って行動するということが.自治の第一原別である。この意味において，生徒の自治
とは，学校活動への生徒の参加ということである。J["生徒たちは，各種の生徒協議会，委員会等
を通じて，学校の一般問題解決に協力すべきである。このような会で正当に決定された事項は，
校長や教師たちと長元して，実行されるべきである。」内「学校の規則は，外部から生徒に押し
つけられるのではなく，生徒の福祉を増進する一手段として作られるものである。(中略)これ
を強力にするために，校則を作るに当たり，生徒の参加が切に必要とされるのである。もし生徒
たちが校則を作るのに参加することを許されるならば，それに従うのが自分たちの責任であるこ
とを一層よく理解するであろうJ(34)。
「日本が民主的で， しかも文化的な国家・社会を建設し，世界の平和と人類の福祉とに貢献す
るためには，根本において教育の力にまたなければならない。このような教育の目的は，文化的
民主社会の形成者を養成することである。民主社会の形成者は，またよき市民でもあるから，教
育の目的はよき市民の育成であるとも云える。このような教育の一般的な目的は. ["教育基本法」
に明示されているが，中学校の教育目的も亦この目的達成を目指している。「学校教育法」第
三十六条に示された中学校教育の三つの目標，即ち，国家及び社会の形成者として必要な資質の
養成と，職業選択の基礎的な能力の養成と，社会生活の発展とは，つまりは，よき社会人，よき
市民としての資質の養成にあると見てよいであろう。」側. ["中学校は.生徒のあらゆる活動を通
じて，市民生活の政治的，法律的，経済的資質を整え，又道徳や芸術や，社会生活における宗教
20 
の位置の理解等によって，市民としての資質をつちかいながら，生徒の一人一人を，よい市民と
して養成することを目的とするJ(36)。
このように，まず，学校を「校長，教師，生徒からなる有機的な社会」と規定して，生徒を学校の
構成員として明確に位置づけていることが注目される。ついで，生徒は市民の一員として「権利と義
務」を持っていることを自覚し.I自己の権利と義務」に従って行動することが「自治の第一原則で
ある」としているのである。さらに.I生徒の自治」とは「学校活動への生徒参加」を意味しており，
生徒たちは，各種の協議会や委員会を通じて，積極的に学校の一般問題の解決に協力すべきであり，
生徒の協議会等で決定された事項は校長や教師たちと協力して実行されるべきであるとしている。そ
の具体的な事例として校則問題を取り上げ，校則は生徒に上から押し付けられるのではなく，生徒が
参加して作成される必要があり，そうしてこそ生徒がそれに従う責任をより理解するであろうとして
いるのである。「有機的な社会J.I学校活動J.生徒の「権利と義務」の意味内容.生徒の「自治」と
「参加」の関係などについてなお暖昧さがあるものの，ここで展開されている学校観・生徒観・生徒
の自治と参加観などは，明らかに戦前のそれからの原理的な転換を内実としているものとして注目に
値する。戦後70年が経とうとしている今日において，こうした学校観・生徒観・生徒の自治と参加
観に根ざした学校運営が行われている学校は果たしてどのくらいあるだろうか。
戦後初期の一連の文部省著作物に関する先行研究のなかで，本書に言及しているほほ唯一の論者と
思われる藤田昌士は. I~生徒一人々々が自己の権利と義務に従って行動するということが，自治の第
一原則であるJとあるくだりは，戦後初期の文部省著作物の中で『自治Jについて積極的に定義がな
されたほとんど唯一の例といってよいであろう。しかも，ここには『生徒参加』と『生徒自治』との
対立的把握はみられない。逆に「生徒の自治とは，学校活動への生徒の参加ということである』とい
われることによって.r生徒自治Jと『生徒参加Jとが等号で結ぼれるのである」と評価しつつ.I本
書は，戦後初期の文部省著作物の中で特異な位置を占めるものといわなければならない」聞と指摘し
ている。
以上のような「生徒の学校参加」問題に関する積極的な指摘に比べると. I父母(保護者)の学校
参加」問題は，本書においてはあまり展開されてはいないようにも思えるが.I学校の組織J(第8章)
にはつぎのような PTAに関する注目すべき興味深い指摘がある。
「真に優れた学校経営をなしとげるためには，立派な P・T'Aの組織がなくてはならない。
最近に，父兄会や保護者会などをP・T'Aに改組したのであるが，ただ名称を変えただけでは
P・T・Aの真の精神を彼等に把握させてはいない。 P・T'Aは単に父兄たちが学校教育のため
に財政的援助をすることを仕事とするようなものではない。 P'T'Aとは父兄や母姉が教師と
共に新しい教育の創造に参加して，あたらしい教育のあり方を教師と一緒に学び知る機関であ
る。子供たちを学校に入れてしまったら，あとは経済的援助を奥える以外には何も学校とはかか
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わりがないのだと考えているような両親や，親族たちの消極的な態度は，学校や社会の進歩に
とっても妨げとなるのみならず，更に子供たちの教育にとっても公正を欠くものである」倒。
このように.p. T' Aを「真に優れた学校経営」にとって不可欠の組織として佼置づけるととも
に，それは，従前の父兄会や保護者会のような学校への「財政的援助」団体であってはならず.r父
兄や母姉が教師と共に新しい教育の創造に参加しで あたらしい教育のあり方を教師と一緒に学び知
る機関である」ところにその「真の精神Jがある と述べていることは大いに注目すべき論点である。
また，冒頭の「中学校の根本的性格J(第l章)の「入学試験制度」の項では.r入学試験制度は，
わが国の教育機関を，単なる上級学校入学のー準備機関に変形してしまった。国民学校から大学にい
たるまでの各程度の教育機闘が，それぞれ本来の機能を発揮しえないという不合理な状態に立ちいた
らしめた。(中略)全児埜の義務教育として，基礎教育を機会均等に与えなければならない筈の国民
学校が，受験希望者とそうでない児童とを区別し，時としては，異った教室で授業をしたり，また時
としては，児童を別々の組に編成したりする傾向が強かった。このことは，受験児童に入学試験を目
的としたつけ焼き刃的な積め込み教育が強行せられ非受験児童は招かれざるお客のように扱われ，
放任的にされ勝ちであったJ(39)と指摘されている。この点は，日本の学校制度とその管理運営のあり
方を考える上で， もう一つの本質的な論点(日本の学校制度が果した「人材選別」機能)を提示して
おり，本書が.r戦後初期の文部省著作物の中で特異な位置を占めるものJ(藤田)であることの証左
の一つでもあると言えよう。
先にふれたように.r執筆内容は，文部省内外の多くの人々の協力の成果である」左されている本
書の編集・執筆過程を含めて，その内容のより本格的な検討は今後の興味深い課題である。
ハ) r新制中学校・新制高等学校望ましい運営の指針.1(1949年4月)
ーー 「ー生徒自治J権の「否定jと多様な「参加J
三つ目の『運営の指針』は.r現在のところ，殆ど法規に示されていない中等学校の質的基準につ
いて，その欠を補って，望ましい基準の概要を述べたJ(問害「まえがき」の要旨)ととろに特徴が
あるが，その項目は.r学校の組織J.r教育方針の樹立J，r教育計画J，r地域社会との関係J.r管理
の方法J.r教職員の資格J.r教職員の組織J.r現職教育J， r学習指導法J，r保健体育J.r牛徒の厚生J.
「特別課程活動J，r生徒指導J.r入学者の選抜J，r進級と卒業J.r校地および校舎J.r学校阻害館J，r他
の学校との連繋J.r学校教育の評価」の20項目に上り，学校現場が直面し苦慮しているより具体的
な問題を取り上げている。項目ごとに「質的基準」の評価事項のポイントが質問形式で書かれている
ことや，参考文献が挙げられていることもあり 学校現場で活用しやすい内容と著述になっている点
に特徴がある。いくつかの注目される部分をヲ|いておこう。
まず.r教育方針の樹立jの項(第2)のなかでは.r学校は，その民主主義的な教育方針の明文化
したものを持っているかどうかJ，r学校の教育方針は，その地域社会のすべての青年の必要に応ずる
ことを強調しているかどうかJ.r学校は，各生徒を例人として尊敬し，個性に民1した教育をしている
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かどうかJ.1学校は，生徒を民主主義的生活に参加するように教育しているかどうかJ.1学校は.貧
しい者が入学できないような高い授業料や他の出費を求めていないかどうか」などの聞いを掲げて，
以下のように述べている。
「新制中学校または新制高等学校に関する教育者と一般の人とは，その学校の教育方針色相
当期間にわたって研究したよで，これをたてなければならない。これをたてるには，校長も教師
も生徒もその土地の人々もこれに参加することが必要であるJ(40)。
「教育方針を作成するにあたっては，生徒の特性，民主主義の理想，生徒の必要，志望，行動
および、地域社会の内外に起っている社会的経済的変革を考慮に入れることも大切であり，その地
域社会での職業，文化およびレクリエーションに関する機会，生徒の能力と必要，その地域社会
で用いられる教育上の設備およびその地域社会の人々のもつ教育に対する観念に注意を払うこと
も忘れてはならない。この教育方針は，何かの専門図書や学習指導要領から写してきて，鋲と糊
ででっち上げたようなものではなく，学校が信じ教職員がその学校で実現することを欲する独創
的な教育目標を簡潔に述べたもので， しかもできもしない目標を掲げたのでなく，実際的なもの
でなければならないJ(41)。
このように，学校の教育方針を立てるには.1校長も教師も生徒もその土地の人々もこれに参加す
ることが必要」であり， しかも「何かの専門図書や学習指導要領から写してきて，鋲と糊ででっち上
げたようなものではなくJ.1相当期間にわたって研究した上で」立でなければならない， と注目すべ
き重要な点を強調しているのである。
他方で本書は.1特別課程活動」の項(第 12)では.1生徒は，学校の事務に生徒が参与する限界
を理解しているかどうか」との聞いを立て，生徒の学校参加(参与)は.1生徒の自治権」という「権
利観念」に基づくものではないとして，以下のように述べているのである。やや長くなるが重要な部
分なので引いておきたい。
「自分たちで学校管理を掌握し，校長や教師を任免したり，その他この種のことを行う権利が
あると生徒の思っている学校が今まで、あった。生徒が参与する制度は，生徒が自治を行う『権利
をもっ』という権利観念に基づくもの?はない。それは選挙を行い，問題を論じ，意見を交わし，
寛容の徳を養い，政治の初歩の実際を学ぴ，よい指導者よい服従者になることを学び，常に上か
ら科せられた規律に従うよりは自らを律するなどの機会を，生徒に与えたいという校長と教師と
の純粋な願望に基づくべきものである。学校が生徒に学校の事柄に参与させるのは，それが学校
の主要目標を達成する唯一の方法であるからで，生徒の『自治権』は全然問題とするにあたらな
い。ただし生徒はよい教育をうける権利をもっており，よい教育は学校の事柄に生徒を参加させ
ることを含むものであるJ(42)。
「生徒が学校の事柄に参加する場合にも，他の民主的行動と同様に，自由と無秩序とを混同し
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てはならない。生徒参加の制度は，校長から明瞭かっ限定的に委任された権限に基づく。した
がって，生徒がなすべき領域もあれば，なすべきでない領域もある。校長は学校教育を正しく有
効に実施することについて民衆から責任を与えられているのであって，この責任を教師や生徒が
とることはできない。ただ校長がそれを委任することができるだけである。校長は生徒に責任を
もたし得る特別の範囲を慎重に定める必要があり，生徒はこれを理解することが大切である。学
校の特別課程活動については校長が責任をもっているのであるが，校長は，できるだけ多くの生
徒が率先してその計画をたてその運営に当るような機会をつくらなければならない」制。
この部分の記述は，本書の全体のトーンと内容からみてもやや異質な消極的な響きを大方の読者に
与えるものである。「生徒が参与する制度は，生徒が自治を行う『権利をもっJという権利観念に基
づくものではないj.i生徒の『自治権』は全然問題とするにあたらないj.i生徒が学校の事柄に参加
する場合にも，他の民主的行動と同様に，自由と無秩序とを混同しではならない。生徒参加の制度は，
校長から明瞭かつ限定的に委任された権限に基づく」などと繰り返し述べているからであろう。引用
部分の冒頭に. i自分たちで学校管理を掌握し，校長や教師を任免したり，その他この種のことを行
う権利があると生徒の思っている学校が今まであった」と指摘されているように，当時の労働運動や
政治闘争の高揚を背景にして，少なからぬ中等学校でも校長や一部教師の不正や横暴な姿勢を糾弾す
る「学園民主化」運動やその行き過ぎがあったことは事実であろう。本書における上記のような叙述
はそうした動向への危機感の反映であると思われる。
しかし，さきに紹介した『新しい中学校の手引Jと比べてみると. i生徒の参加」の位置づけや強
調点が明らか異なっているように思える。前述のように，この点に注目して藤田昌士は.r新しい中
学校の手引Jでは「生徒の参加」は「生徒の自治」とイコールのものとされていたが，本書では両者
を対立する事柄としてとらえており.i生徒の参加」は生徒の権利というよりは「教育『方法Jとし
ての参加」に限定されていると述べている刷。
一方で，この記述に留意した勝野尚行は，本書で退けられている生徒の「自治権論」は，校長や教
師の任免権を生徒の権利とするようなあまりにも極端な「学校管理論」であって，本来の生徒参加権
論や意見表明権論とは同種の理論ではないとしつつも，本書には「まともな」生徒参加制度の創設に
つながる課題も提起されているととらえている(45)。
ニ) r中学校・高等学校管理の手引.1 (1950年3月)一一校長のための指導書
四つ目の『管理の手引Jは，中学校・高等学校の校長のための指導書・参考書として編纂されたも
のであり. i学校管理の望ましいあり方は，民主的であると同時に教育的であり.且つ能率的でなけ
ればならないということを. (中略)特に強調したj(同書「まえがきj) とされている。「現在の中等
教育j.i校長論j.i組織と管理j.i指導と生徒役員j.i学校における指導計画の改善j.i学校と地域
社会」の6部構成全15章から編まれている。上記のように中学校・高等学校の校長を主たる読者対
象としていることから. i校長論j(第2部)が独立しており. i中等教育における校長の地位j(第4
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章).r民主的指導者・管理者・教育者としての校長J(第5章)の 2章からなっている点に特徴が見
られる。
本書の基調は，さきに検討した『新制中学校・新制高等学校望ましい運営の指針Jとほぼ同様なも
のといえる。ただし校長を読者対象にして書かれたことから，校長の学校管理指導権限をひときわ
強調する叙述が目立っていることも特徴のーっと言えよう。
本書の「中学校・高等学校の組織と管理J(第6章)では，まず教職員の参加についてつぎのよう
に述べられている。
「校長は，学校計画の面や学校全体の福祉のために特に関係を有する問題についての研究と仕
事とに，職員の一人一人を進んで参加させて，その能力を最大限に発揮させるような組織を，教
育委員会が設定した方策の範囲内において創造する権限と責任を有する。りっぱな管理指導と
は，あらゆる人がその仕事を改善できるような組織をつくり出すことである。学校は全職員聞か
ら，自由に考えや，計画や，示唆や，評価や，提案が湧き出ることを奨励するように組織される。
清新な気分を奥えるこれらの「湧き出」に対しては，一定の「水路」がなければならない。(中略)
方策を立案し，方法を発展きせ，結果を評価する過程に働くすべての人をある程度参加させると
いう，民主的な方法でないならば，いかなる学校も最大限には能率を発揮していないことは，こ
れまでの経験によって，衆知のことである。」糊.r立派な組織であるかどうかを判断する基本と
なるものは，民主的に校務に参加する機会が設けられているかどうかによるものであるJ(47)。
ついで生徒の学校参加については.r特別教育計画の組織と管理J(第10章)のなかでつぎのよう
に述べられている。
「よい公民をつくるこれらの資格は，生徒が学校管理に真に参加することによってのみ，得ら
れるものである。単に口先だけで生徒に参加させるというのでは効果もなく，また実際に害にな
ると同時に生徒が物事を決定する力を全くくじくことになる。ある程度の責任と権限とをもたせ
なくては真の参加はあり得ない。生徒が参加するための組織をつくることには議論の余地がない
のに，実際に参加する権利を否定するところがある。たとえばある学校においては理論的には生
徒が参加する粧織をもっているが，生徒役員は校長と教師が選ぴ，教師が黒幕となって働いてい
るのである。これでは詐欺とほとんど変わりなく，価値ある成果を得ることはできないでだろう。
もし生徒の参加が真正のものでないならば，生徒参加の名のもとに行われる組織をもたない方が
よいのであるJ(48)。
「各中学校・高等学校の管理には，はっきりと限定された範囲内での生徒の参加があるべきで
ある。J.r生徒参加の組織は，生徒が自治すべき『権利をもっJという概念を基礎としてたてら
れるべきではない。(中略)もし，生徒が学校において自主自律することを学ばないならばーー
すなわち，生徒が上からの命令を受けることのみを学校において学ぶならば，生徒は卒業後にお
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いて，政治的・経済的問題で上からの命令を受けることになり，民主的公民としての彼らの特権
を喪失することになるであろう。学校が学校の問題に生徒を実際に参加させたり，またそのよう
な組織をもっととは，学校の主要目標を果たすのに必要な方法である。生徒の『自治権』の議論
は決して好まれるものではない。しかしながら，生徒はよい教育を受ける『権利Jがある。そし
てよい教育とは生徒を学校の問題に参加させることをも合んでいるJ(49)。
「生徒参加の計画においては，他の民主的行動の形式におけると同様，自由と無秩序とを混同
すべきではない。生徒の中には「自治」という言業を誤解して，彼らに，教師や校長の任免をも
含めたすべての校務を支配する権利があると考えているものがある。(中略)生徒参加のいかな
る組織といえども校長から委任された権限を基礎として運用されるものである。すなわち生徒が
運営すべき領域と，すべからざる領域とがある。学校の管理と運営の良否について教育委員会に
対し責任をもつのは校長である。個々の学校における最後の責任は校長にある O したがって，生
徒活動の領域における終局の権限もまた校長にあることになる。どんな場合でも，生徒が責任を
もっ領域は細心の注意を掛って限定することは，校長として必要なことである O 中学校・高等学
校においては，いかなる場合といえども生徒が校長や教師の任免に関する問題に関与すべきでな
ぃJ(50)。
「学校の特別教育活動の計画については，校長が全責任を負うべきではあるが，校長は計画を
発展させ，処理するにあたっては，生徒に最大限の創始性を発揮させる措置をとらなければなら
ない。もしとの全般の計画と実施とが，上から押しつけられたものであるならば，特別教育活動
の主な価値一一恐らくその全価値は失われるのである。「生徒自治」という言葉は，誤解と誤用
のおそれがあるので，決して用いるべきものではなく， r生徒の学校の問題への参加」という言
葉の方がよいJ(51)。
3) 小括と課題
以上のように，本稿で取り上げた戦後初期の代表的な文部省手引書に見られる子ども(生徒)，父
母(保護者)，住民および教職員の「学校運営参加」問題の内容と論点は，それぞ、れの手引書のなか
でも必ずしも一様ではなく，論理的にも錯綜し矛盾した論点も含まれていることが明らかとなった。
学校における生徒の「自治jと「参加」の視点から，この問題の先駆的な研究を重ねてきた藤田昌
土は，戦後初期のこれらの文部省著作物でいわれている「学校管理への生徒参加」あるいは「生徒の
学校の問題への参加」は，つぎのような4点で特徴づけられるものであるとしている。
1)その生徒参加は「教育方法としての参加」として特徴づけられる。すなわち，学校管理の終局
的な権限はあくまでも校長にあるとしながら， r民主的公民jとなるべき生徒の自主自律性を育成す
る方法として，校長のもつ権限の慎重かつ限定的な委任にもとづく生徒参加が導入されていること.
2) じたがって，その生徒参加は，生徒の決定に対する校長の拒否権のもとにおかれていること，
3) r生徒自治Jということばは，あたかも生徒に教師や校長の任免をも含めたすべての校務を支配す
る権利があるかのような誤解を与えるものとして退けられていること， 4)その生徒参加の領域は，
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ときに「時間表作成，教科課程編成」や教室における「学習の計画」を例示として含みながらも，主
として「特別教育活動」の計画と運営にあったといえること，の4点である (52)。ただし.藤田自身
が「戦後初期の文部省著作物の中で特異な位置を占めるもの」と位置付けた『新しい中学校の手引J
は，上記の検討対象からは除かれていることは留意する必要があろう。
他方で，もう一人の先行研究者である勝野尚行は，戦後初期の文部省著作物では，すでにみたよう
に.r生徒は参与する制度は，生徒が自治を行う『権利をもっJという権利観念に基づくものではな
いJ.r学校が生徒に学校の事柄に参与させるのは，それが学校の主要目標を達成する唯一の方法であ
るからで，生徒の『自治権Jは全然問題とするにあたらない」などと説いているように，生徒たちの
学校運営参加制度は，あたかも学校側が教育的配慮に基づいて，学校側が生徒たちに与える『思恵』
的制度に過ぎないかのようにも見える。しかし，一方で.r生徒はよい教育を受ける権利をもってお
り，よい教育は学校の事柄に生徒を参加させることを含むものであるJ.rある程度の責任と権限が伴
わなければ，参与ということにならない。まともな生徒参与でなければ，全くそれをしない方がまだ
しもよいのである」などと述べていることに注目して，そこには明確に「まともな」生徒参加制度の
創設，子どものたちの学校運営参加権の承認・保障の制度化が課題提起されていると積極的に読み取
ろうとしている(53)。
なお，勝野もまた.r新しい中学校の手引』は検討対象にしておらず，それらを含めて戦後教育改
革期における文部省著作およびそれらのなかで展開されている学校管理運営輸の本格的な検討は，今
後に残された課題であるとしている。
戦後教育改革期に驚くほど大量に公刊された学校の管理運営に関する文部省著作物(手引書)の全
体像は未だ、に明確になっていない。それぞれの著作物(手引書)の編集・作成過程，内容と特質，そ
の根底にある学校の管理運営論ーーとりわけ子ども(生徒).父母(保護者).住民および教職員の「権
利としての学校運営参加」問題の内容と論点は，多彩であり今日においても必ずしも十分に明確にさ
れているとは言えないものを多々含んでいる。それらの解明は，戦後教育改革期に制定された憲法・
教育基本法法制の理念と内実をより具体的に明らかにする課題の重要な一部であるとともに，子ども
の学習権の保障を基軸とした学校当事者の参加と協働による学校運営のあり方を明らかにする今日的
な喫緊の課題に資するものでもあるとも恩われる。その解明に当って不可欠な視点は， 日本国憲法の
精神と原則および子どもの権利条約の精神と原則とその理解であろう。本稿のテーマに即して考える
ならば，とりわけそれらの精神が凝縮されていると考えられる「基本的人権」と「子どもの意見表明
権J(同条約第四条)の視点であると思われる。
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